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(57)【要約】
【課題】地質探査の作業効率を向上させることが容易な
地質探査装置及び地質探査方法を提供する。
【解決手段】地質探査装置１は、地質を非接触で探査す
る地質センサ２と、地質センサ２を空中に浮揚させる気
球３と、地質センサ２に一端側が接続される第一ロープ
４と、地質センサ２に一端が接続される第二ロープ５と
を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地質を非接触で探査する地質センサと、
　前記地質センサを空中に浮揚させる気球と、
　前記地質センサに一端側が接続される第一ロープと、
　前記地質センサに一端が接続される第二ロープとを備える地質探査装置。
【請求項２】
　前記地質センサは、一方向に長尺な形状を有し、
　前記第一ロープの前記一端側は二股に分岐し、当該分岐の一端が前記地質センサの前記
一方向における一端部近傍に接続され、当該分岐の他端が前記地質センサの前記一方向に
おける他端部近傍に接続される請求項１記載の地質探査装置。
【請求項３】
　前記地質センサは、一方向に長尺な形状を有し、
　前記第二ロープの一端は、前記地質センサの前記一方向における一端部近傍に接続され
、
　前記地質センサの前記一方向における他端部近傍に接続される第三ロープをさらに備え
る請求項１又は２に記載の地質探査装置。
【請求項４】
　地表面に設置され、前記第二ロープを下方向に引っ張るための第一滑車をさらに備える
請求項１又は２に記載の地質探査装置。
【請求項５】
　地表面に設置され、前記第二ロープを下方向に引っ張るための第一滑車と、
　地表面に設置され、前記第三ロープを下方向に引っ張るための第二滑車とをさらに備え
る請求項３記載の地質探査装置。
【請求項６】
　前記地質センサは、一方向に長尺な略板状の形状を有するとともに、当該板状の一方の
面を地表面に向けることにより前記探査が可能であり、
　前記地質センサの前記一方の面には、予め設定された長さを有し、当該一方の面から垂
直に延びる棒状部材が取り付けられている請求項１～５のいずれか１項に記載の地質探査
装置。
【請求項７】
　前記棒状部材として、
　前記地質センサの前記一方向における一端部近傍に取り付けられる第一棒状部材と、
　前記地質センサの前記一方向における他端部近傍に取り付けられる第二棒状部材とを備
える請求項６に記載の地質探査装置。
【請求項８】
　前記地質センサは、一方向に長尺な形状を有し、
　前記気球は、前記地質センサの前記一方向における一端部近傍と他端部近傍とで前記地
質センサと連結されている請求項１～７のいずれか１項に記載の地質探査装置。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の地質探査装置を用いて土地の地質を探査する地質
探査方法であって、
　前記地質センサを前記土地の地表面に対向配置し、
　前記地質センサの両側から前記第一ロープの他端側と前記第二ロープの他端側とを引っ
張りつつ前記地質センサを移動させることにより、地質を探査する地質探査方法。
【請求項１０】
　請求項５に記載の地質探査装置を用いて土地の地質を探査する地質探査方法であって、
　前記地質センサを前記土地の地表面に対向配置し、
　前記第一及び第二滑車を前記地質センサの一方の側に設置し、
　前記第一及び第二滑車の各索輪の軸を、地表面と平行かつ前記地質センサと当該各索輪
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とを結ぶ直線に対して略垂直方向に向け、
　前記第一ロープの他端側を前記地質センサの他方の側から引っ張り、前記第二ロープを
前記第一滑車の索輪の下側に掛けて引っ張り、前記第三ロープを前記第二滑車の索輪の下
側に掛けて引っ張りつつ前記地質センサを移動させることにより、地質を探査する地質探
査方法。
【請求項１１】
　前記土地は傾斜地であり、
　前記第一ロープを前記地質センサよりも上方及び下方のうち一方の側から引っ張り、
　前記第一ロープとは異なるロープを前記地質センサよりも上方及び下方のうち他方の側
から引っ張る請求項９又は１０に記載の地質探査方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地質を探査する地質探査装置及び地質探査方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、地質を探査するための可搬型の地質センサが知られている（例えば、非特許
文献１参照。）。非特許文献１に記載の地質センサは、いわゆる電磁センサであり、地面
に対して磁場を出力することによって、地中に誘導電流を誘起させる。そして、この誘導
電流により生じた磁場を検出することによって、地質を探査可能にされている。
【０００３】
　非特許文献１に記載の地質センサには、肩紐が取り付けられており、作業者の肩から地
質センサを吊り下げるようになっている。そして、作業者が地質センサを肩から提げて、
地質構造を探査しようとする場所を歩くことによって、その場所の地質構造を探査するよ
うになっている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】Geophex社Webページ（http://www.geophex.com/Product_GEM2_handheld
.htm）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、上述の地質センサを用いて地質を探査する場合、作業者が地質センサを肩か
ら吊り下げて探査対象の地面を歩かなければならず、作業効率の低下を招いていた。特に
傾斜が急な斜面では、安全を確保しつつ探査作業を行うことが困難であり、作業効率の低
下を招いていた。
【０００６】
　本発明の目的は、地質探査の作業効率を向上させることが容易な地質探査装置及び地質
探査方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る地質探査装置は、地質を非接触で探査する地質センサと、前記地質センサ
を空中に浮揚させる気球と、前記地質センサに一端側が接続される第一ロープと、前記地
質センサに一端が接続される第二ロープとを備える。
【０００８】
　この構成によれば、気球によって地質センサが空中に浮揚されるので、探査しようとす
る場所を間に挟んで一方から第一ロープを引っ張り、他方から第二ロープを引っ張りつつ
一方のロープを緩めることで、探査しようとする場所の上に地質センサを浮揚させつつ移
動させて地質探査を行うことができる。その結果、作業者が地質センサを肩から吊り下げ
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て探査対象の地面を歩くことなく地質探査を行うことができるので、地質探査の作業効率
を向上させることが容易となる。
【０００９】
　また、前記地質センサは、一方向に長尺な形状を有し、前記第一ロープの前記一端側は
二股に分岐し、当該分岐の一端が前記地質センサの前記一方向における一端部近傍に接続
され、当該分岐の他端が前記地質センサの前記一方向における他端部近傍に接続されるこ
とが好ましい。
【００１０】
　この構成によれば、作業者が一本の第一ロープを引っ張ると、その張力が分岐によって
、地質センサの長尺方向両端付近に分配される。その結果、地質センサの長尺方向両端付
近が略同じ力で引っ張られることになる。これにより、地質センサの姿勢を安定させて地
質探査の探査精度を向上させることが容易となる。
【００１１】
　また、前記地質センサは、一方向に長尺な形状を有し、前記第二ロープの一端は、前記
地質センサの前記一方向における一端部近傍に接続され、前記地質センサの前記一方向に
おける他端部近傍に接続される第三ロープをさらに備えることが好ましい。
【００１２】
　この構成によれば、作業者が第二ロープと第三ロープとを引っ張ることによって、地質
センサの長尺方向両端付近を略同じ力で引っ張ることが可能になる。これにより、地質セ
ンサの姿勢を安定させて地質探査の探査精度を向上させることが容易となる。
【００１３】
　また、地表面に設置され、前記第二ロープを下方向に引っ張るための第一滑車をさらに
備えることが好ましい。
【００１４】
　この構成によれば、滑車によって、第二ロープが下方向に引っ張られる。これにより、
地質センサの地表面からの高さを、気球による浮力に抗して適切な高さにすることが容易
となる。
【００１５】
　また、地表面に設置され、前記第二ロープを下方向に引っ張るための第一滑車と、地表
面に設置され、前記第三ロープを下方向に引っ張るための第二滑車とをさらに備えること
が好ましい。
【００１６】
　この構成によれば、第一及び第二滑車によって、第二及び第三ロープが下方向に引っ張
られる。これにより、地質センサの長尺方向両端付近を略同じ力で下方向に引っ張ること
が可能になる。これにより、地質センサの姿勢を安定させつつ、地質センサの地表面から
の高さを、気球による浮力に抗して適切な高さにすることが容易となる。
【００１７】
　また、前記地質センサは、一方向に長尺な略板状の形状を有するとともに、当該板状の
一方の面を地表面に向けることにより前記探査が可能であり、前記地質センサの前記一方
の面には、予め設定された長さを有し、当該一方の面から垂直に延びる棒状部材が取り付
けられていることが好ましい。
【００１８】
　この構成によれば、第一ロープと第二ロープとが互いに反対方向に引っ張られ、地質セ
ンサが気球の浮力に抗して下降すると、棒状部材の先端が地表面に当接する。その結果、
地質センサの地表面からの高さが、棒状部材の長さによって規定される。これにより、地
質センサの地表面からの高さを適切な高さに設定することが可能となる。
【００１９】
　また、前記棒状部材として、前記地質センサの前記一方向における一端部近傍に取り付
けられる第一棒状部材と、前記地質センサの前記一方向における他端部近傍に取り付けら
れる第二棒状部材とを備えることが好ましい。
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【００２０】
　この構成によれば、地質センサの長尺方向両端近傍の高さを、それぞれ第一棒状部材及
び第二棒状部材によって規定することができる。その結果、地質センサの姿勢を水平に保
つことが容易になる。
【００２１】
　また、前記地質センサは、一方向に長尺な形状を有し、前記気球は、前記地質センサの
前記一方向における一端部近傍と他端部近傍とで前記地質センサと連結されていることが
好ましい。
【００２２】
　この構成によれば、地質センサの一端部近傍と他端部近傍とで、気球が地質センサと連
結される結果、地質センサの姿勢を水平に保つことが容易となる。
【００２３】
　また、本発明に係る地質探査方法は、上述の地質探査装置を用いて土地の地質を探査す
る地質探査方法であって、前記地質センサを前記土地の地表面に対向配置し、前記地質セ
ンサの両側から前記第一ロープの他端側と前記第二ロープの他端側とを引っ張りつつ前記
地質センサを移動させることにより、地質を探査する。
【００２４】
　この方法によれば、探査しようとする土地の地表面に対向配置され、気球によって空中
に浮揚された地質センサの両側から第一ロープの他端側と第二ロープの他端側とを引っ張
りつつ当該地質センサを移動させることにより、地質を探査することができる。その結果
、作業者が地質センサを肩から吊り下げて探査対象の地面を歩くことなく地質探査を行う
ことができるので、地質探査の作業効率を向上させることが容易となる。
【００２５】
　また、本発明に係る地質探査方法は、上述の地質探査装置を用いて土地の地質を探査す
る地質探査方法であって、前記地質センサを前記土地の地表面に対向配置し、前記第一及
び第二滑車を前記地質センサの一方の側に設置し、前記第一及び第二滑車の各索輪の軸を
、地表面と平行かつ前記地質センサと当該各索輪とを結ぶ直線に対して略垂直方向に向け
、前記第一ロープの他端側を前記地質センサの他方の側から引っ張り、前記第二ロープを
前記第一滑車の索輪の下側に掛けて引っ張り、前記第三ロープを前記第二滑車の索輪の下
側に掛けて引っ張りつつ前記地質センサを移動させることにより、地質を探査する。
【００２６】
　この方法によれば、探査しようとする土地の地表面に対向配置され、気球によって空中
に浮揚された地質センサの両側から第一ロープの他端側と、第二及び第三ロープの他端側
とを引っ張りつつ当該地質センサを移動させることにより、地質を探査することができる
。その結果、作業者が地質センサを肩から吊り下げて探査対象の地面を歩くことなく地質
探査を行うことができるので、地質探査の作業効率を向上させることが容易となる。さら
に第二及び第三ロープが、第一及び第二滑車の索輪の下側に掛けられて引っ張られること
により、地質センサを気球の浮力に抗して下降させるのが容易となる。
【００２７】
　また、前記土地は傾斜地であり、前記第一ロープを前記地質センサよりも上方及び下方
のうち一方の側から引っ張り、前記第一ロープとは異なるロープを前記地質センサよりも
上方及び下方のうち他方の側から引っ張ることが好ましい。
【００２８】
　この構成によれば、傾斜地の上側と下側の作業者が立ちやすい場所からロープを操作す
ることによって、作業者が地質センサを肩から吊り下げて歩き難い傾斜地の斜面を歩くこ
となく地質探査を行うことができるので、地質探査の作業効率を向上させることが容易と
なる。
【発明の効果】
【００２９】
　このような構成の地質探査装置及び地質探査方法は、地質探査の作業効率を向上させる
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ことが容易である。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明の一実施形態に係る地質探査装置の構成及び地質探査方法の一例を説明す
るための説明図である。
【図２】図１に示す地質探査装置及び傾斜地Ｇを真横から見た説明図である。
【図３】図１に示す地質センサ２の構成の一例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下、本発明に係る実施形態を図面に基づいて説明する。なお、各図において同一の符
号を付した構成は、同一の構成であることを示し、その説明を省略する。図１は、本発明
の一実施形態に係る地質探査装置の構成及び地質探査方法の一例を説明するための説明図
である。図２は、図１に示す地質探査装置及び傾斜地Ｇを真横から見た説明図である。図
３は、図１に示す地質センサ２の構成の一例を示す説明図である。
【００３２】
　図１に示す地質探査装置１は、地質センサ２、気球３、第一ロープ４、第二ロープ５、
第三ロープ６、第一滑車７、第二滑車８、第一棒状部材２１、第二棒状部材２２、及び吊
下ロープ３１～３４を備えている。
【００３３】
　気球３には、空気よりも軽い気体、例えばヘリウムガスが封入されている。これにより
、気球３は、地質センサ２の重量以上の浮力を生じるようにされている。気球３には、吊
下ロープ３１～３４の一端が取り付けられている。なお、気球３に封入される気体は、ヘ
リウムガスに限られず、空気よりも軽い気体であればよい。また、気球３は、ガス気球に
限られず、熱気球であってもよい。
【００３４】
　地質センサ２は、地質を非接触で探査するセンサであり、例えば電磁探査センサである
。地質センサ２は、例えば米国Geophex社製GEM-2 Skiを用いて構成することができる。
【００３５】
　なお、地質センサ２は、地質を非接触で探査するものであればよく、GEM-2 Skiに限ら
ない。例えば、米国Geophysical Survey Systems社製EMP-400、カナダGeonics社製EM-31M
K2、環境総合テクノス社製FDEM探査機、ネオサイエンス社製GREATEM探査機等、種々の探
査装置を用いて地質センサ２を構成することができる。また、地質センサ２は、種々の物
理探査法を用いることができ、例えば重力、磁力、放射能、地震波、電磁気、電気、超音
波等を用いて地質を探査するものであってもよい。
【００３６】
　地質センサ２は、本体部２３、制御部２４、送信コイルＴ、受信コイルＲ、及び取付金
具２５～２８を備えている。本体部２３は、例えば一方向に長尺な略板状の形状、より具
体的には扁平な直方体形状を有する。本体部２３の長尺方向の長さＬは、１ｍ～４ｍ程度
とされている。地質センサ２は、本体部２３の一方の面、図３の下面を地表面に向けるこ
とによって、地質を探査可能とされている。
【００３７】
　制御部２４は、例えば略直方体形状の筐体に収容されて、本体部２３の上面に配設され
ている。送信コイルＴは、本体部２３の一端部付近に内蔵されている。受信コイルＲは、
本体部２３の他端部付近に内蔵されている。
【００３８】
　制御部２４は、例えばマイクロコンピュータ、フラッシュメモリ等の不揮発性記憶装置
、及びこれらの周辺装置等を用いて構成されている。制御部２４は、送信コイルＴによっ
て磁界を発生させ、その磁界によって、地中に誘導電流（渦電流）を生じさせる。この誘
導電流により生じた二次磁場が受信コイルＲによって検出され、二次磁場を示す情報が、
地質の探査結果を示す情報として、制御部２４によって逐次記憶装置に記憶される。
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【００３９】
　二次磁場は、砂、岩石、粘土、水分含有量、埋設された金属物の存在等の地質に応じて
変化する。従って、地質センサ２は、二次磁場を検出することによって、地質を非接触で
探査可能とされている。
【００４０】
　取付金具２５～２８は、例えばリング状金具であり、ロープを結びつけて接続可能にさ
れている。取付金具２５～２８は、例えば本体部２３の上面に取り付けられている。取付
金具２５，２６は本体部２３の一端部近傍、具体的には、本体部２３の一端から長さＬ／
５以内の範囲内に取り付けられている。取付金具２７，２８は本体部２３の他端部近傍、
具体的には、本体部２３の他端から長さＬ／５以内の範囲内に取り付けられている。
【００４１】
　取付金具２５，２６には吊下ロープ３１，３２の他端が接続され、取付金具２７，２８
には吊下ロープ３３，３４の他端が接続されている。地質センサ２は、吊下ロープ３１～
３４によって気球３と連結され、気球３の浮力によって、空中に浮揚される。
【００４２】
　この場合、気球３は、地質センサ２の一端部近傍及び他端部近傍、すなわち両端部近傍
で地質センサ２と連結される結果、地質センサ２の姿勢を水平に保つことが容易となる。
【００４３】
　第一ロープ４は、ロープ本体４１と、ロープ本体４１の一端に連結された分岐部４２，
４３とを備えている。これにより、第一ロープ４の一端側が、分岐部４２，４３の二股に
分岐するようになっている。分岐部４２の一端は取付金具２５と接続され、分岐部４３の
一端は取付金具２７と接続されている。これにより、第一ロープ４の一端側が地質センサ
２に接続されている。
【００４４】
　第一滑車７及び第二滑車８は、地質センサ２よりも下側、例えば探査対象となる傾斜地
Ｇ（土地）の下端に設置される。第一滑車７及び第二滑車８は、各索輪の下端の地表面か
らの高さが、第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２の長さよりも低くなるように、各索
輪が保持されている。
【００４５】
　第二ロープ５の一端は取付金具２６と接続され、第三ロープ６の一端は取付金具２８と
接続されている。第二ロープ５の他端側は第一滑車７の索輪の下側に掛けられ、第三ロー
プ６の他端側は第二滑車８の索輪の下側に掛けられる。
【００４６】
　第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２は、地質センサ２による地質探査に適した、地
表面と、本体部２３の下面との距離に相当する長さとされている。第一棒状部材２１及び
第二棒状部材２２の長さは、例えば５０ｃｍ～１ｍ程度とされている。第一棒状部材２１
は、本体部２３の一端部近傍、具体的には、本体部２３の一端から長さＬ／５以内の範囲
内に取り付けられている。第二棒状部材２２は、本体部２３の他端部近傍、具体的には、
本体部２３の他端から長さＬ／５以内の範囲内に取り付けられている。
【００４７】
　次に、上述の地質探査装置１を用いた地質検査方法について説明する。図１、図２を参
照して、まず、作業者Ｍ１，Ｍ２は、地質センサ２を傾斜地Ｇの斜面Ｆ（地表面）の下端
に対向配置する。作業者Ｍ１は、ロープ本体４１を持って傾斜地Ｇの上に移動する。
【００４８】
　作業者Ｍ２は、第一滑車７及び第二滑車８を、地質センサ２よりも下側、例えば斜面Ｆ
の下に設置し、第一滑車７及び第二滑車８の各索輪の軸を、地表面と平行かつ地質センサ
２と当該各索輪とを結ぶ直線に対して略垂直方向に向ける。
【００４９】
　この状態で、作業者Ｍ２は第一滑車７及び第二滑車８の下側に掛けられた第二ロープ５
及び第三ロープ６を引っ張り、作業者Ｍ１は第一ロープ４を引っ張る。そうすると、第一



(8) JP 2020-98103 A 2020.6.25

10

20

30

40

50

ロープ４、第二ロープ５、及び第三ロープ６に張力が生じ、気球３の浮力とバランスした
高さで地質センサ２が空中に浮揚する。このとき、第一棒状部材２１及び第二棒状部材２
２の重量によって、地質センサ２は、第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２が取り付け
られた側が下を向く。これにより、地質センサ２は、地質探査可能な姿勢となる。
【００５０】
　さらに、第一滑車７及び第二滑車８は各索輪の下端の地表面からの高さが第一棒状部材
２１及び第二棒状部材２２の長さよりも低いので、作業者Ｍ２が第二ロープ５及び第三ロ
ープ６を引っ張ると、地質センサ２を下向きに押し下げる力が生じる。このとき、第二ロ
ープ５が地質センサ２の一端近傍、第三ロープ６が地質センサ２の他端近傍に連結されて
いるので、地質センサ２の姿勢を水平に保ちつつ、かつ地質センサ２の長尺方向が作業者
Ｍ１と作業者Ｍ２とを結ぶ直線と垂直になる向きにされやすくなる。その結果、地質セン
サ２の姿勢が安定し、地質センサ２による地質の探査精度が向上しやすくなる。
【００５１】
　第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２が下向きに延びているので、地質センサ２が押
し下げられると、第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２の先端が地表面に当接し、地表
面から地質センサ２までの距離が、第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２の長さ、すな
わち地質探査に適した距離となる。これにより、地質センサ２は、探査に適した距離で地
質探査を行うことができるので、地質探査の探査精度を向上させることが容易となる。
【００５２】
　さらに、第一棒状部材２１は本体部２３の一端部近傍、第二棒状部材２２は本体部２３
の他端部近傍に取り付けられているので、第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２の先端
が地表面に当接すると、本体部２３の長尺方向両端付近の地表面からの高さが同一高さに
なる。これにより、地質センサ２を水平に保つことが容易となる結果、地質センサ２によ
る地質探査の探査精度を向上させることが容易となる。
【００５３】
　一方、作業者Ｍ１が第一ロープ４を引っ張ると、その張力は分岐部４２と分岐部４３と
に分配され、本体部２３の長尺方向両端付近が略同じ力で引っ張られることになる。これ
により、本体部２３の長尺方向を、地質センサ２と当該各索輪とを結ぶ直線に対して略垂
直方向に向けることができるので、地質センサ２の姿勢を安定させて地質探査の探査精度
を向上させることが容易となる。また、作業者Ｍ１は、一本の第一ロープ４を引っ張るだ
けでよいので、作業が容易である。
【００５４】
　このようにして、地質センサ２の姿勢を安定させた状態で、作業者Ｍ２が第二ロープ５
及び第三ロープ６を少しずつ緩め、作業者Ｍ１が第一ロープ４を引っ張り続けることで、
地質センサ２は、斜面Ｆを下から上に向かって移動する。
【００５５】
　ここで、気球３によって地質センサ２が浮揚されているので、地質センサ２の重量を第
一ロープ４、第二ロープ５、及び第三ロープ６の張力で支える必要がなく、かつ第一棒状
部材２１及び第二棒状部材２２の先端と斜面Ｆとの摩擦が低減される。その結果、第一ロ
ープ４、第二ロープ５、及び第三ロープ６の操作により地質センサ２を移動させることが
容易となる。
【００５６】
　また、本体部２３の一端部近傍に連結された吊下ロープ３１，３２と、本体部２３の他
端部近傍に連結された吊下ロープ３３，３４とによって、気球３から地質センサ２が吊り
下げられているので、地質センサ２の長尺方向両端部がバランスよく気球３から吊り下げ
られる。これにより、地質センサ２の姿勢を水平に保つことが容易となる結果、地質セン
サ２による地質探査の探査精度を向上させることが容易となる。
【００５７】
　地質センサ２は、斜面Ｆを移動しつつ、傾斜地Ｇの地質探査を実行し、その探査結果を
示す情報を、逐次図略の記憶装置に記憶させる。なお、探査結果は記憶装置に記憶される
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例に限らない。例えば制御部２４に、無線又は有線の通信回路を備え、探査結果を示す情
報を、無線又は有線通信によって送信してもよい。
【００５８】
　そして、地質センサ２が作業者Ｍ１に届いたとき、作業者Ｍ２から作業者Ｍ１に至る経
路上で、傾斜地Ｇの地質探査が終了する。
【００５９】
　以上、地質探査装置１及び地質探査装置１を用いた地質検査方法によれば、背景技術の
ように、作業者が地質センサを肩から吊り下げて傾斜した斜面を歩く必要がなく、ロープ
を操作するだけで傾斜地Ｇの地質を探査することができるので、地質探査の作業効率を向
上させることが容易である。
【００６０】
　なお、地質探査装置１によって傾斜地Ｇの地質探査を行う例を示したが、傾斜のない平
坦な土地の地質探査を行ってもよい。また、傾斜地Ｇの下から上へ向かって地質センサ２
を移動させる例を示したが、傾斜地Ｇの上から下へ向かって地質センサ２を移動させても
よい。また、第一滑車７及び第二滑車８を、傾斜地Ｇの上に配置し、作業者Ｍ１が下から
第一ロープ４を引っ張り、作業者Ｍ２が第二ロープ５及び第三ロープ６を上から引っ張っ
てもよい。
【００６１】
　また、作業者Ｍ１，Ｍ２が第一ロープ４、第二ロープ５、及び第三ロープ６を引っ張っ
て地質センサ２を移動させる例を示したが、例えば巻き上げ機を用いて第一ロープ４、第
二ロープ５、及び第三ロープ６を巻き上げることによって、第一ロープ４、第二ロープ５
、及び第三ロープ６に張力を生じさせつつ地質センサ２を移動させてもよい。
【００６２】
　また、地質探査装置１は、第一滑車７及び第二滑車８を備えていなくてもよい。
【００６３】
　また、気球３は、地質センサ２の長尺方向における一端部近傍と他端部近傍とで地質セ
ンサ２と連結される例に限らない。例えば、地質センサ２の中央付近と気球３とが一本又
は複数本のロープで連結されていてもよい。また、取付金具２６，２８を備えず、取付金
具２５，２７が本体部２３の幅方向略中央に設けられ、取付金具２５に第一ロープ４、第
二ロープ５、吊下ロープ３１，３２が連結され、取付金具２７に第一ロープ４、第三ロー
プ６、吊下ロープ３３，３４が連結されていてもよい。また、吊下ロープは４本に限られ
ず、３本以下であってもよく、６本以上、例えば８本であってもよい。また、取付金具２
５～２８は、必ずしも本体部２３の長尺方向両端付近に設けられる例に限らない。例えば
、本体部２３の長尺方向略中央を間に挟んで一方の側に取付金具２５，２６が、他方の側
に取付金具２７，２８が設けられていてもよい。
【００６４】
　また、地質探査装置１は、第一棒状部材２１と、第二棒状部材２２とを備える例を示し
たが、棒状部材は一つであってもよく、一つの棒状部材が地質センサ２の中央付近に取り
付けられていてもよく、棒状部材は三つ以上であってもよい。また、地質探査装置１は、
第一棒状部材２１及び第二棒状部材２２を備えていなくてもよい。
【００６５】
　また、地質探査装置１は、第二ロープ５、第三ロープ６、第一滑車７、及び第二滑車８
を備える例を示したが、第二ロープ５を地質センサ２の中央付近に接続し、第三ロープ６
及び第二滑車８を備えない構成としてもよい。
【００６６】
　また、第一ロープ４の一端側が分岐部４２，４３に分岐する例を示したが、第一ロープ
４の一端側は分岐せず、地質センサ２の中央付近に接続される構成としてもよい。
【符号の説明】
【００６７】
１    地質探査装置
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２    地質センサ
３    気球
４    第一ロープ
５    第二ロープ
６    第三ロープ
７    第一滑車
８    第二滑車
２１  第一棒状部材
２２  第二棒状部材
２３  本体部
２４  制御部
２５～２８  取付金具
３１～３４  吊下ロープ
４１  ロープ本体
４２，４３  分岐部
Ｆ    斜面（地表面）
Ｇ    傾斜地（土地）
Ｍ１，Ｍ２  作業者
Ｒ    受信コイル
Ｔ    送信コイル

【図１】 【図２】
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